
証券コード 3917
2025年６月６日

（電子提供措置の開始日2025年５月30日）
株 主 各 位

東京都港区麻布台一丁目11番９号
株 式 会 社 ア イ リ ッ ジ
代表取締役社長 小 田 健太郎

第17回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネッ

ト上の下記ウェブサイトに「第17回定時株主総会招集ご通知」として電
子提供措置事項を掲載しています。

当社ウェブサイト https://iridge.jp
上記の当社ウェブサイトにアクセスして、「IR情報」「株式について」の

順に選択してご覧ください。
上場会社情報サービス(東京証券取引所)
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=
Show

上記のウェブサイトにアクセスして、「銘柄名(会社名)」に「アイリッ
ジ」又は「コード」に当社証券コード「3917」を入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総
会招集通知／株主総会資料」欄よりご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決
権を行使することができますので、お手数ながら「株主総会参考書類」を
ご検討のうえ、３頁に記載の「議決権行使についてのご案内」に従って、
2025年６月24日（火曜日）午後７時までに議決権を行使くださいますよ
うお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2025年６月25日（水曜日）午前10時
（受付開始時刻は、午前９時30分を予定しています。）

2. 場 所 東京都港区北青山三丁目６番８号
ザ ストリングス表参道 ３Ｆ パークアヴェニュー
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第17期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第17期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

定款一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している上記各ウェブサイトに修正

内容を掲載させていただきます。
その他、株主様へのご案内事項につきましては、当社ウェブサイトに掲載させてい

ただきます。当社ウェブサイトより適宜最新情報をご確認くださいますようお願い申
しあげます。また、決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、
当社ウェブサイトに掲載させていただきます。あらかじめご了承くださいますようお
願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様に認められる株主全体の意思決定に関する重
要な権利です。電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご参照のうえ、議決権
をご行使いただきますようお願い申しあげます。議決権の行使方法には以下の３つの
方法がございます。

書面（議決権行使書用紙）による議決権の行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示い
ただきご送付ください。

行使期限 2025年６月24日（火曜日）
午後７時までに到着

電磁的方法（インターネット）による議決権の行使
次頁「インターネットによる議決権行使のご案内」をご
確認いただき議決権をご行使ください。ご不明な点がご
ざいましたら、次頁「システム等に関するお問い合わせ」
に記載の三菱UFJ信託銀行 証券代行部へお問い合わせ
ください。
行使期限 2025年６月24日（火曜日）

午後７時まで

株主総会への出席による議決権の行使
当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参
いただくとともに同封の議決権行使書用紙をご持参いた
だき、会場受付にご提出ください。
開催日時 2025年６月25日（水曜日）

午前10時開会
● 代理人により議決権を行使される場合には、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主

総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承
ください。

● 議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに、その旨及び理由をご通知く
ださいますようお願い申しあげます。

● 議決権行使書面による議決権の行使において、議案につきまして賛否のご表示がない場合は、賛成
の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

● 議決権行使書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによ
る行使を有効なものといたします。また、インターネットにより複数回、議決権を行使された場合
は、最後の行使を有効なものといたします。
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見本

インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使期限 2025年６月24日（火曜日）午後７時まで

❶

QRコードを読み取る方法 ログインID・パスワードを入力する方法

❷

❶ 議決権行使サイトへアクセス
https://evote.tr.mufg.jp/

❷ログイン

議決権行使サイトにおいて、議決権行使書用紙に記載さ
れた「ログインID」及び「仮パスワード」をご入力いた
だき、画面の案内に従って議案の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙右下に記載の
QRコードを読み取ってください。

画面の案内に従い、議案の賛否を
ご入力ください。

ご注意事項

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

0120-173-027（午前9時～午後9時、通話料無料）

システム等に関するお問い合わせ●インターネットに関する費用（プロバイダー接続料
金、通信料等）は、株主様のご負担となります。

●株主総会招集の都度、新しい「ログインID」及び
｢仮パスワード」をご通知いたします。
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株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
将来の事業領域の拡張等に備えるため、当社定款第２条（目的）につきまして事業

目的の追加を行うものであります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。
（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更案
第２条（目的）
当会社は、次の事業を行うことを目的と
する。
1.〜7. （条文省略）
（新設）
（新設）
8. 前各号に付帯する一切の業務

第２条（目的）
当会社は、次の事業を行うことを目的と
する。
1.〜7. （条文省略）
8. 労働者派遣事業
9. 有料職業紹介事業
10. 前各号に付帯する一切の業務
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５
名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役５名（うち社外取締役１名）の選任をお願いするものであり

ます。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者につい

て適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりです。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

１

重任

小
お

田
だ

健太郎
けんたろう

（1975年６月23日）

1999年４月 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
入社

2004年８月 ボストンコンサルティンググループ
入社

2008年８月 当社設立 代表取締役社長（現任）
2018年６月 株式会社フィノバレー取締役
2018年６月 株式会社DGマーケティングデザイ

ン（現株式会社Ｑｏｉｌ）取締役
2018年７月 株式会社DGコミュニケーションズ

取締役
2018年10月 株式会社DGマーケティングデザイ

ン（現株式会社Ｑｏｉｌ）代表取締
役会長

2021年２月 株式会社Ｑｏｉｌ 代表取締役社長
2022年10月 株式会社プラグイン 取締役
2023年６月 株式会社フィノバレー代表取締役（現任）
2024年６月 株式会社Ｑｏｉｌ 代表取締役会長（現任）
2025年２月 株式会社ＨＡＫＵＨＯＤＯ ＢＲＩ

ＤＧＥ 取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社フィノバレー代表取締役
株式会社Ｑｏｉｌ代表取締役会長
株式会社ＨＡＫＵＨＯＤＯ ＢＲＩＤＧＥ取締役

2,321,864株

取締役候補者とした理由
同氏は、当社設立以来、代表取締役として長年にわたり経営の指揮を執り、当社グルー

プの事業発展に貢献してまいりました。今後も、同氏が持つ創業経営者としての豊富な経
験とリーダーシップ、インターネットサービス関連事業に関する深い見識により、当社グ
ループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献が期待できると判断し、取締役
候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

２

重任

渡
わた

辺
なべ

智
とも

也
や

（1980年２月17日)

2003年４月 楽天株式会社入社
2013年８月 当社入社
2018年６月 株式会社DGマーケティングデザイ

ン（現株式会社Ｑｏｉｌ）取締役
2018年８月 当社O2O事業部長兼経営企画グル

ープ長
2018年10月 当社取締役兼O2O事業部長兼経営

企画グループ長
2019年４月 当社取締役兼O2O事業部長
2020年４月 当社取締役兼テクノロジーパートナ

ー本部長
2021年４月 当社取締役兼営業本部長（現任）
2023年６月 株式会社プラグイン取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社プラグイン取締役

26,822株

取締役候補者とした理由
同氏は、2018年の就任以来、取締役としてアプリビジネス事業を牽引し、事業の発展

に貢献してまいりました。今後も、同氏が持つ事業開発やインターネットサービス関連事
業に関する経験と見識により、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
に貢献が期待できると判断し、取締役候補者といたしました。

３

重任

森
もり

田
た

亮
りょう

平
へい

（1986年４月30日）

2009年４月 野村證券株式会社入社
2017年８月 DBJ投資アドバイザリー株式会社入

社
2019年10月 シタテル株式会社入社
2020年５月 当社入社
2020年５月 当社経営企画部長兼管理部副部長
2020年６月 当社取締役ＣＦＯ兼経営管理本部長

（現任）
2020年６月 株式会社フィノバレー取締役

2020年６月 株式会社DGマーケティングデザイ
ン（現株式会社Ｑｏｉｌ）監査役
（現任）

2022年10月 株式会社プラグイン監査役（現任)
2024年６月 株式会社フィノバレー監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社Ｑｏｉｌ監査役
株式会社フィノバレー監査役
株式会社プラグイン監査役

―

取締役候補者とした理由
同氏は、2020年の就任以来、取締役CFO兼経営管理本部長として、財務及び経営管理

を中心に当社グループの経営全般の発展に尽力してまいりました。今後も、同氏が持つ金
融、投資、財務戦略、ガバナンス等に関する経験と見識により、当社グループの持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上に貢献が期待できると判断し、取締役候補者といたしま
した。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

４

重任

山
やま

下
した

紘
ひろ

史
ふみ

（1980年１月17日)

2003年４月 株式会社ダイエー入社
2005年２月 株式会社エーステクノロジー入社
2009年６月 株式会社サウザンドフェイス入社
2010年１月 株式会社イージャンクション入社
2012年４月 株式会社ミックスネットワーク入社
2013年４月 株式会社D2C入社
2019年６月 株式会社D2Cdot 取締役
2021年２月 株式会社GYOKU 取締役（現任）
2021年12月 沖縄県 産業分野DXアドバイザー（現任）
2022年10月 当社入社
2023年４月 株式会社Qoil 取締役
2024年４月 当社ビジネスプロデュース本部長（現任）
2024年６月 株式会社Qoil 代表取締役（現任）
2024年６月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社Ｑｏｉｌ代表取締役

197株

取締役候補者とした理由
同氏は、他社における取締役及び事業責任者としてマーケティング分野及びインターネ

ットサービス分野を中心に豊富な経験と幅広い見識を有しており、また、当社に入社して
以来、ビジネスプロデュース事業の発展に貢献してまいりました。これらの経験と幅広い
知見により、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献が期待でき
ると判断し、取締役候補者といたしました。

５

重任 社外

藤
ふじ

原
わら

彰
しょう

二
じ

（1984年１月23日）

2006年12月 株式会社フルスピード入社
2007年12月 トランスコスモス株式会社入社
2010年 4 月 株式会社グローバルサーチ入社
2013年２月 株式会社オプト入社
2015年７月 LINE株式会社（現LINEヤフー株式

会社）入社
2019年３月 株式会社ベンチャーリパブリック 取締役
2019年３月 LINE株式会社（現LINEヤフー株式

会社） O2Oカンパニー カンパ
ニーエグゼクティブ

2020年１月 LINE Pay株式会社 CMO
2020年６月 株式会社出前館 取締役兼執行役員COO
2022年５月 ディップ株式会社 執行役員
2023年10月 株 式 会 社 Bespo 社 外 取 締 役
2024年６月 当社取締役（現任）
2025年４月 ディップ株式会社 常務執行役員（現任）
（重要な兼職の状況）
ディップ株式会社 常務執行役員

―

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
同氏は社外取締役候補者であります。同氏は、当社と資本業務提携をしておりますディ

ップ株式会社に所属し、同社のソリューション事業本部長兼クロスプロダクト統括部長を
務め、マーケティング分野、DX分野及びAI分野に関する豊富な経験と幅広い見識を有し
ており、実践的な立場から助言・提言を頂戴することで当社グループの持続的な成長と中
長期的な企業価値の向上に貢献が期待できると判断し、引き続き社外取締役候補者といた
しました。なお、同氏は、ディップ株式会社の使用人であり、同社より給与等の報酬を受
けており、今後も受ける予定であります。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．藤原彰二氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって１年となります。
３．当社と藤原彰二氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。また、藤原彰二氏の選任が承認され取締役に就任した場合には、同様の
契約を継続する予定であります。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、
当該保険契約の内容の概要は、「事業報告4.会社役員の状況（3）役員等賠償責任保険契約
の内容の概要」に記載のとおりです。各候補者の選任が承認され取締役に就任した場合に
は、当該保険契約の被保険者に含まれることになります。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

2025年２月10日に監査等委員である取締役染原友博氏が逝去され、監査等委員であ
る取締役の法定員数を欠くことになったため、東京地方裁判所に一時取締役（監査等
委員）の職務を行う者の選任申立てを行っておりましたところ、2025年3月17日付
で、田村一幸氏が選任され就任いたしました。一時取締役（監査等委員）の職務を行
う者の任期は、本総会で後任の監査等委員である取締役が選任されるまでとなってお
ります。
つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりです。

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

重任 社外

田
た む ら
村 一幸

かずゆき

（1979年７月５日）

2003年10月 中央青山監査法人入所
2007年３月 野村證券株式会社入社
2012年11月 株式会社リクルートホールディングス入社
2019年５月 ＤＢＪ投資アドバイザリー株式会社入社
2020年９月 デロイトトーマツフィナンシャルア

ドバイザリー合同会社入社
2023年９月 田村一幸公認会計士事務所 代表（現任）
2024年６月 合同会社Ｆｉｖｅ Ｔｒｅｅ Ａｄｖ

ｉｓｏｒ 業務執行社員（現任）
2024年７月 ＣＯ Ｐａｒｔｎｅｒｓ株式会社

執行役員（現任）
2025年３月 当社 一時取締役（監査等委員）（現任）
（重要な兼職の状況）

田村一幸公認会計士事務所 代表
合同会社Ｆｉｖｅ Ｔｒｅｅ Ａｄｖｉｓｏｒ
業務執行社員
ＣＯ Ｐａｒｔｎｅｒｓ株式会社 執行役員

―

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
同氏は、監査等委員である社外取締役候補者であり、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員の候補者であります。同氏は、公認会計士としての経験と専門知識、大手証券会社
における経験と専門知識を有しており、当該知見を活かして客観的な立場から経営全般に
関する助言・提言が期待できるものとして、引き続き監査等委員である社外取締役候補者
といたしました。
（注）１．田村一幸氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．田村一幸氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、社外取締役として
の在任期間は、本総会終結の時をもって４ヶ月となります。

３．当社と田村一幸氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定め
る最低責任限度額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。また、田村一幸氏の選任が承認され取締役に就任した場合には、同様の
契約を継続する予定であります。

４．当社は、田村一幸氏が選任された場合には、東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出る予定であります。
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５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、
当該保険契約の内容の概要は、「事業報告４．会社役員の状況（3）役員等賠償責任保険契
約の内容の概要」に記載のとおりです。候補者の選任が承認され取締役に就任した場合は、
当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。

以 上
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事 業 報 告

（2024年４月１日から）2025年３月31日まで

1. 企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当社グループは、「Tech Tomorrow 〜テクノロジーを活用して、わたし

たちがつくった新しいサービスで、昨日よりも便利な生活を創る〜」をミッシ
ョンとして掲げ、このミッションの下、アプリビジネス事業、ビジネスプロデ
ュース事業、フィンテック事業の３つの報告セグメントとして、開発力とビジ
ネス創出力という当社グループの強みを活かした様々なサービスを展開してい
ます。アプリビジネス事業では、小売・金融・モビリティ業界を中心とした顧
客企業に対して、スマートフォンアプリの企画・開発・運用支援やアプリマー
ケティングツール「FANSHIP」やアプリビジネスプラットフォーム
「APPBOX」をSaaS型で提供しています。ビジネスプロデュース事業では、顧
客企業のパートナーとして事業戦略・DX戦略の立案からサービス開発・グロー
スハックまでを一気通貫して支援し、顧客企業の新規事業開発やマーケティン
グに関する課題をワンストップで解決しています。また、フィンテック事業で
は、主に地方自治体や金融機関に対して、地域で発行・利用可能な通貨や商品
券を電子化して流通させるデジタル地域通貨プラットフォーム「MoneyEasy」
を提供しています。
当社グループでは、今後の更なる成長とミッションの実現に向け、2027年３

月期を最終年度とする３カ年の中期経営計画を2024年５月に策定しました。本
中期経営計画においては「当社グループの強みである開発力とビジネス創出力
を活かした顧客企業のTech & Innovation Partnerへの成長」というテーマ
を掲げ、５つの成長戦略を掲げています。これらの成長戦略の実行を通じて、
当社グループの開発力やビジネス創出力の活用と顧客企業とのパートナーシッ
プの強化による顧客提供価値の向上を図り、事業領域を拡張していくことを目
指しています。
2025年３月期においては、アプリビジネス事業では、アプリビジネスプラッ

トフォーム「APPBOX」への投資を継続したほか、2024年４月にディップ株
式会社との資本業務提携を実施し、2025年１月には株式会社博報堂との資本業
務提携を実施しました。これら戦略的なパートナーシップの構築を通じ、新た
なDXサービスの提供開始に向けた取り組みを推進し、アプリビジネス関連領域
における協業を拡大しました。ビジネスプロデュース事業では、今後の事業拡
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大を見据えた組織体制の強化を進めました。また、フィンテック事業では、行
政DXのインフラとしての機能拡張を進めるべく、デジタル地域通貨プラットフ
ォーム「MoneyEasy」への投資を継続しました。
以上の結果、売上高6,708,400千円（前連結会計年度比17.4％増）、調整後営

業利益259,391千円（前年同期は調整後営業損失10,867千円）、営業利益
219,066千円（前年同期は営業損失91,538千円）、経常利益は208,390千円
（前年同期は経常損失87,383千円）、親会社株主に帰属する当期純利益は13,901
千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失1,156,225千円）となりま
した。

セグメント別の業績は次のとおりです。
以下のセグメント別売上高及びセグメント利益には、セグメント間の内部取

引に係る金額を含んでいます。
なお、中期経営計画2027（Tech & Innovation Partner）において定めた

業績目標の達成に向けた進捗を明確に示すとともに、事業内容をより明確に表
現するため、報告セグメントを従来の「OMO事業」及び「フィンテック事業」
から、「アプリビジネス事業」「ビジネスプロデュース事業」及び「フィンテッ
ク事業」の3区分に当連結会計年度より変更しています。前年同期比について
は、前期の数値を変更後の報告セグメントの区分に組み替えて算出しています。

（アプリビジネス事業）
アプリビジネス事業では、スマートフォンアプリの開発やアプリマーケティ

ングなどのデジタルマーケティング関連の取引が既存顧客を中心に拡大したこ
とに加え、資本業務提携に基づく取り組みを推進しました。費用面では、前年
同期に発生した一部スマートフォンアプリ開発案件の進捗遅延に伴う原価の増
加が解消しました。また、当社の次期主力プロダクトであるアプリビジネスプ
ラットフォーム「APPBOX」への先行投資に伴う費用を計上しました。この結
果、当セグメントの売上高は4,418,223千円（前年同期比22.4％増）となり、
セグメント利益は741,613千円（前年同期比107.7％増）となりました。

（ビジネスプロデュース事業）
ビジネスプロデュース事業では、今後の事業拡大を見据えた組織体制の強化

を継続しており、新規顧客の獲得が進捗しました。この結果、当セグメントの
売上高は1,672,599千円（前年同期比11.1％増）となり、セグメント利益は
142,842千円（前年同期比150.4％増）となりました。
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（フィンテック事業）
フィンテック事業では、デジタル地域通貨プラットフォーム「MoneyEasy」

の既存導入先を中心に取引が拡大したことに加え、「OMOTANコイン」（神奈
川県秦野市）、「ハーンPay」（島根県海士町）、「さむかわPay」（神奈川県寒川
町）の3件のデジタル地域通貨に「MoneyEasy」が採用されました。費用面で
は、ソフトウエア償却費や組織体制の拡充に伴い人件費が増加しました。この
結果、当セグメントの売上高は623,862千円（前年同期比3.7％増）となり、セ
グメント利益は94,947千円（前年同期比38.9％減）となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は

529,262千円であります。その主なものは、アプリビジネス事業に係るソフト
ウエア開発等です。
なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度において、2024年4月30日に第三者割当増資により358,400

株の新株式を発行し、189,952千円の資金を調達、2025年２月３日に第三者割
当増資により142,100株の新株式を発行し、84,975千円の資金を調達、また、
新株予約権の行使による新株式を発行し、35,700千円の資金を調達していま
す。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 14 期

（2022年３月期）

第 15 期

（2023年３月期）

第 16 期

（2024年３月期）

第 17 期
（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売 上 高 （千円） 5,423,862 5,418,889 5,712,360 6,708,400
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△） （千円） 340,756 389,409 △87,383 208,390
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） （千円） 255,050 175,283 △1,156,225 13,901
１株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） （円） 36.51 24.91 △161.90 1.83

総 資 産 （千円） 4,524,502 5,638,885 5,501,757 5,960,889

純 資 産 （千円） 3,304,467 3,328,198 2,224,534 2,572,580

１株当たり純資産 （円） 432.87 460.51 298.25 318.61

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行
済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出
しています。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 14 期

（2022年３月期）

第 15 期

（2023年３月期）

第 16 期

（2024年３月期）

第 17 期
（当事業年度）
（2025年３月期）

売 上 高 （千円） 3,325,395 3,523,364 3,731,825 4,708,763
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△） （千円） 278,476 189,135 △211,563 97,577
当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△） （千円） 205,650 136,158 △1,475,294 △106,129
１株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） （円） 29.44 19.35 △206.58 △13.99

総 資 産 （千円） 4,096,246 5,148,036 3,867,630 4,519,171

純 資 産 （千円） 3,100,953 3,263,027 1,824,234 2,043,910

１株当たり純資産 （円） 440.29 458.61 251.85 260.42

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行
済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出
しています。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
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② 重要な子会社の状況
１．重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資金比率又は
議決権比率 主要な事業内容

株式会社Ｑｏｉｌ 60,000千円 100.0％ ビジネスプロデュース
事業

株式会社フィノバレー 100,000千円 86.4％ フィンテック事業

株式会社プラグイン 3,000千円 100.0％ アプリビジネス事業

③ 持分法適用会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社HAKUHODO BRIDGE 100,000千円 49.0％ 各種オウンドサービス
開発事業

（4）対処すべき課題
当社グループでは、今後の更なる成長とミッションの実現に向け、2027年3

月期を最終年度とする３カ年の中期経営計画を2024年５月に策定し、本中期経
営計画で掲げた成長戦略に基づく業績目標を定めています。本中期経営計画に
おいては「当社グループの強みである開発力とビジネス創出力を活かした顧客
企業のTech & Innovation Partnerへの成長」というテーマを掲げ、以下の
５つの成長戦略に取り組むことで、中期経営計画の最終年度である2027年３月
期において売上高82億円・調整後営業利益（注）5億円以上をオーガニック成
長のみで達成するとともに、新規事業の成長及びM&Aにより売上高・利益の更
なる拡大を目指します。

（注）調整後営業利益：営業利益＋株式報酬費用＋M&Aにより生じた無形資
産の償却費用＋その他一時費用

本中期経営計画期間において、これらの成長戦略の実行を通じて、当社グル
ープの開発力やビジネス創出力の活用と顧客企業のパートナーシップの強化に
よる顧客提供価値の向上を図り、事業領域を拡張していくことで、2027年以降
の次期中期経営計画においては更なる成長率の加速化を実現します。

① アプリビジネス事業の継続成長
当社グループは、スマートフォンアプリ開発やアプリマーケティングなど

アプリ関連領域を中心としたアプリビジネス事業は中核事業であるとともに、
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中長期の成長の柱であると捉えており、アプリビジネスプラットフォーム
「APPBOX（アップボックス）」の機能拡張を行うことに加え、顧客企業のア
プリ事業プロデュース支援を強化することで、アプリビジネス事業の更なる
成長を実現します。2024年３月期からサービス提供を開始した、当社の新た
なプロダクトであるアプリビジネスプラットフォーム「APPBOX（アップボ
ックス）」の機能拡張を図るとともに、アプリ受託開発案件について全社横断
的な標準化と効率化を促進しサービス品質向上に努めます。また、
「APPBOX（アップボックス）」を活用したスマートフォンアプリ開発を推進
する開発パートナー企業を開拓し、連携を強化します。さらに、パートナー
企業との連携を通じてパートナー企業と当社グループ双方のビジネスを加
速・拡大する取り組みである「APPBOX（アップボックス）パートナープロ
グラム」を促進することで、アプリ受託開発領域から顧客企業のアプリ事業
プロデュース支援領域に事業領域を拡張します。

② 既存の顧客基盤を活かした、アプリ関連領域以外のデジタル領域への展開
や生成AIを活用した新たなＤＸサービスの提供
当社グループの強固な顧客基盤を活かし、顧客企業の各業界に対応したア

プリ関連領域以外のデジタル領域へ進出することに加え、生成AI等の新たな
技術を活用したDXサービスの創出を図ります。当社グループでは、小売・流
通、鉄道、金融業界等の大企業を中心とした顧客企業に対し、スマートフォ
ンアプリの受託開発サービスとアプリ関連ソリューションをこれまで提供し
ており、当社ソリューションの導入アプリは累計300アプリを超え、当社ソ
リューションの導入アプリのMAU（Monthly Active Users）数は、１億ユ
ーザーを超えています。これらの顧客基盤を活用し、業務システムをはじめ
とする、各業界に対応したアプリ関連領域以外のデジタル領域へ進出すると
ともに、生成AI等の新たな技術を活用したサービスの拡張や展開、業務効率
化による付加価値向上、新規サービスの創出を図り、今後の事業成長を促進
します。

③ ビジネスプロデュース事業領域への進出
ビジネスプロデュース事業領域（統合マーケティング支援やビジネスコン

サルティング・実行支援などを行う領域）の社内体制を強化し、顧客企業に
対する戦略から実行支援までの一気通貫の支援を実現します。これまで当社
グループでは、当社の連結子会社である株式会社Ｑｏｉｌを中心にイベント
や店舗集客促進等の支援を行うリアルマーケティングの支援を中心に事業を
行っていました。当社と株式会社Ｑｏｉｌを中心にグループ内での連携を促
進することでグループ全体での案件創出を図っており、2025年３月期におい
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ては組織面での取り組みも加速させ、連携を更に強化しています。当社と株
式会社Ｑｏｉｌを中心とした当社グループの事業運営体制について、リアル
マーケティング領域のみならず、バリューチェーンのより上流であるビジネ
スプロデュース事業領域において、統合マーケティング支援やビジネスコン
サルティング・実行支援などを担える体制へ転換を図り、顧客提供価値をよ
り一層拡大させます。

④ 新規事業の創出・成長加速
新規事業である人材リソース最適化プラットフォーム「Co-Assign」につ

いて、新規導入の拡大に取り組むとともに、開発投資を継続し、機能を拡張
させることで更に成長を加速させます。また、その他の新規事業領域として、
足下ではリテールメディアへの取り組みを推進しており、当社グループの技
術力やノウハウを活かせる、時代のニーズに合わせた新規事業の創出も継続
し、更なる成長を実現します。

⑤ 顧客企業とのパートナーシップの強化
上記の成長戦略を支える基盤戦略として、顧客企業との戦略的パートナー

シップを通じた収益機会の創出や成長加速への取り組みを強化します。当社
グループは、これまで広告代理店や人材サービス会社とのアライアンスによ
るDXサービスの共同提供や、「APPBOX（アップボックス）パートナープロ
グラム」での連携ソリューションの提供などを実施しており、今後も顧客企
業と同様の提携を拡大することでパートナーシップの強化を図るとともに、
資本面での提携を含めた、より強いパートナーシップの実現も目指します。

本中期経営計画で定める上記5つの成長戦略を着実に実行し、2027年３月期
の業績目標を達成するとともに、長期的かつ安定的な事業基盤の強化及び更な
る成長の実現と企業価値の向上に向けて以下の事項にも取り組みます。

⑥ 優秀な人材の採用と育成
当社グループの持続的な成長のためには、多岐にわたる経歴を持つ優秀な

人材を採用し、営業体制、開発体制、管理体制等を整備していくことが重要
であると捉えています。当社グループのミッションや事業内容に共感し、高
い意欲を持った優秀な人材を採用していくために、積極的な採用活動を進め
るとともに、働きやすい職場環境の構築、モチベーション向上に繋がる人事
制度の構築に取り組んでいきます。

⑦ システムの安定的稼働
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当社グループは、インターネット上でのサービス提供を中心としており、
システムの安定的な稼働が重要であると考えています。そのため、当社グル
ープでは、サービス提供に係るシステムの保守・運用面の継続的な改善の他、
長期的な視点に立ったシステム投資に取り組んでいきます。

⑧ M&Aによる事業成長の加速
当社グループの事業成長の加速のためには、オーガニック成長に加え、

M&Aによる事業基盤の更なる拡大が重要であると考えています。M&Aを実
施するにあたっては、既に有するサービス、技術、人材等とのシナジーを慎
重に検討した上で取り組んでいきます。

当社は、2025年４月25日の取締役会において、当社の連結子会社である株式
会社フィノバレーの全株式をTIS株式会社に譲渡することについて具体的な協
議を進める旨の基本合意書をTIS株式会社と締結しました。本株式譲渡が実施
された場合、同社は当社の連結対象から除外される予定ですが、アプリビジネ
ス事業を中心に、顧客企業との戦略的パートナーシップの強化に関する取り組
みが順調に進捗し、本中期経営計画を策定した当初の想定を上回って業績拡大
が見込まれることから、中期経営計画において定めた2027年３月期を最終年度
とする３カ年の業績目標について変更はありません。

（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）

事業区分 主要なサービス・製品

アプリビジネス事業
・スマートフォンアプリの企画・開発・運用、アプリマーケティングツー
ル「FANSHIP」及びアプリビジネスプラットフォーム「APPBOX」の
提供

ビジネスプロデュース事業 ・広告・販売プロモーションを主とするマーケティング企画・運用支援

フィンテック事業 ・デジタル地域通貨プラットフォーム「MoneyEasy」を軸としたフィンテ
ックソリューションの企画・開発・運用・保守

― 19 ―

2025年05月23日 11時09分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



（6）主要な事業所（2025年３月31日現在）
① 当社の主要な営業所

本 社 東京都港区

② 子会社

株 式 会 社 Ｑ ｏ ｉ ｌ 東京都港区

株 式 会 社 フ ィ ノ バ レ ー 東京都港区

株 式 会 社 プ ラ グ イ ン 北海道札幌市

（7）従業員の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

249（15）名 ７名減（１名減）

（注） 従業員数は就業人員（当社グループから社外への出向を除き、社外から当社グループへの出向
を含む。）であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、派遣社員を含む。）の最近１年
間の平均雇用人員を（ ）外数で記載しています。

② 当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

180（４）名 ４名減（２名減） 40.9歳 4.3年

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向を除き、社外から当社への出向を含む。）であり、
臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、派遣社員を含む。）の最近１年間の平均雇用人員
を（ ）外数で記載しています。

（8）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 890,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 275,000千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 200,000千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 142,500千円

（注）1. 当社は、運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、株式会社みずほ銀行及び株式会
社三井住友銀行と当座貸越契約を締結しています。これらの契約に基づく当座貸越極度額の
総額は800,000千円となります。なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高
はありません。
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2. 当社は、運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、株式会社りそな銀行と貸出コミ
ットメント契約を締結しています。
当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は以下のとおりで

す。
貸出コミットメントの総額 1,000,000千円
借入実行残高 500,000千円
差引額 500,000千円

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 19,000,000株

（2）発行済株式の総数 7,796,454株

（3）株主数 3,431名

（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

小 田 健 太 郎 2,321,864株 29.78％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 363,300 4.66

デ ィ ッ プ 株 式 会 社 358,400 4.60

五 味 大 輔 260,000 3.33

楽 天 証 券 株 式 会 社 220,600 2.83

初 雁 益 夫 150,000 1.92

株 式 会 社 博 報 堂 142,100 1.82

株 式 会 社 NTT デ ー タ 130,000 1.67

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 100,000 1.28

ア イ リ ッ ジ 従 業 員 持 株 会 99,218 1.27

（注） 持株比率は自己株式（170株）を控除して計算しています。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対して交付した株式の状況

区分 株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く） 15,500株 ２名

（注）当社の株式報酬の内容については、「4.会社役員の状況（4）取締役の報酬等」に記載のとおり
です。
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3. 新株予約権等の状況
（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

された新株予約権の状況
該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状
況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
①2022年６月27日開催の取締役会決議に基づき発行した株価コミットメント型有
償新株予約権

第10回新株予約権

発 行 決 議 日 2022年６月27日

新 株 予 約 権 の 数 2,500個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 250,000株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 200円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 78,400円
（１株当たり 784円）

権 利 行 使 期 間 2022年 ７ 月19 日から
2032年 ７ 月18 日まで

行 使 の 条 件 （注）

（注）新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。
・新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引
所における当社普通株式の普通取引終値の1カ月間（当日を含む21取引日）の平均値が一度
でも行使価額に50％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存する全ての本新株予
約権を行使期間の満期日までに行使しなければならないとする。但し、次に掲げる場合に該
当するときはこの限りではない。
(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示してい
なかったことが判明した場合
(c)当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とさ
れていた事情に大きな変更が生じた場合
(d)その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした
場合

・本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数
を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

・本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。
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②2024年７月26日開催の取締役会決議に基づき発行した業績目標連動型新株予約
権（有償ストック・オプション）

第11回新株予約権

発 行 決 議 日 2024年７月26日

新 株 予 約 権 の 数 3,251個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 325,100株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 200円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 45,000円
（１株当たり 450円）

権 利 行 使 期 間 2027年 ７ 月 １ 日から
2028年 ８ 月14 日まで

行 使 の 条 件 （注）

（注）新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。
・新株予約権者は、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計
算書）に記載された売上高と調整後営業利益が、当該(a)、(b)に掲げる条件を満たした場合、
各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ当該各条件に掲げる割合
（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として、これ以降本新株予約権を行使する
ことができる。
(a) 2026年３月期及び2027年３月期において、売上高が7,200百万円を超過し、かつ調整
後営業利益が300百万円を超過した場合

行使可能割合：50%
(b) 2027年３月期において、売上高が8,200百万円を超過し、かつ調整後営業利益が500百
万円を超過した場合

行使可能割合：100%
なお、当該調整後営業利益は、当社の有価証券報告書に記載される営業利益に、のれん償却
費、株式報酬費用、企業買収等により生じた無形資産の償却費用、及びその他一時費用を加
算した額とする。また、上記における売上高と調整後営業利益の判定に際しては、適用され
る会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の連結
損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に記載された実績数値
で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で
当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものと
する。また、国際財務報告基準の適用、決算期の変更等により参照すべき項目の概念に重要
な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

・新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、
監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他
正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

・新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
・本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数
を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

・本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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4. 会社役員の状況
（1）取締役の状況（2025年３月31日現在）

会社における
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 小 田 健太郎

アプリビジネス事業本部本部長
株式会社Ｑｏｉｌ 代表取締役会長
株式会社フィノバレー 代表取締役
株式会社HAKUHODO BRIDGE 取締役

取 締 役 渡 辺 智 也 株式会社プラグイン 取締役

取 締 役 森 田 亮 平

ＣＦＯ、経営管理本部本部長
株式会社Ｑｏｉｌ 監査役
株式会社フィノバレー 監査役
株式会社プラグイン 監査役

取 締 役 山 下 紘 史 ビジネスプロデュース事業本部本部長
株式会社Ｑｏｉｌ 代表取締役

取 締 役 藤 原 彰 二 ディップ株式会社 執行役員
取 締 役
（監査等委員） 有 賀 貞 一 AITコンサルティング株式会社 代表取締役

株式会社アイスリーデザイン 社外取締役

取 締 役
（監査等委員） 隈 元 慶 幸

堀総合法律事務所 所属弁護士
小倉クラッチ株式会社 監査役
スガノ農機株式会社 監査役
株式会社Ｍｉｎｔｏ 監査役
シンコーホールディングス株式会社 監査役

取 締 役
（監査等委員） 田 村 一 幸

田村一幸公認会計士事務所 代表
合同会社Five Tree Advisor 業務執行社員
CO Partners株式会社 執行役員

（注）1. 取締役（監査等委員）染原友博氏は、2025年2月10日に逝去により退任しました。それに
伴い、田村一幸氏が同年３月17日に一時取締役として選任され就任しています。

2. 取締役藤原彰二氏、取締役（監査等委員）有賀貞一氏、隈元慶幸氏及び田村一幸氏は、社
外取締役です。

3. 監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しているため、
必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定していません。

4. 当社は、取締役（監査等委員）有賀貞一氏及び隈元慶幸氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ています。

5. 2024年６月25日開催の第16回定時株主総会において、新たに山下紘史氏及び藤原彰二氏
は取締役に選任され、就任しました。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役藤原彰二氏及び取締役（監査等委員）との間で、会社法第427

条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
締結しています。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額としています。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社及び子会社の取締役及び監査役の全員を被保険者として、会社法

第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、保険料を全額当社が負担しています。当該保険契約は、被保険者が会社の役
員の地位に基づき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求を受けた
場合に被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を補填するものです。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保

険者が利益または便宜の提供を違法に得た場合や犯罪行為または法令違反行為で
あることを認識して行った場合には塡補の対象としないこととしています。

（4）取締役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2021年５月28日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬
等に係る決定方針（以下「決定方針」という。）を定めています。
決定方針の内容の概要は、次のとおりです。
1.基本方針
当社の取締役に対する報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々
の取締役の報酬の決定に際しては各職責及び当社への貢献度等を踏まえた
適正な水準となることを基本方針とする。
具体的には、業務執行取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）及び非金

銭報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職責に
鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。
2.基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬の額の決定に関する方針（報酬等
を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）
当社の取締役の基本報酬は、月例の金銭による固定報酬とし、役位、職

責、当社への貢献度に応じて、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しな
がら、総合的に勘案して決定するものとする。
3.非金銭報酬の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等
を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
非金銭報酬は、譲渡制限付株式とし、対象取締役に対して譲渡制限付株

式付与のために支給する金銭債権の総額は年額20,000千円以内（使用人兼
務役員の使用人部分を除く。）かつ、当社が発行又は処分する普通株式の総
数は年間30,000株以内（ただし、普通株式の株式分割又は株式併合が行わ
れた場合は、分割比率・併合比率に基づいて合理的な範囲内で調整を行
う。）とする。取締役等への具体的な支給時期及び配分については、取締役
会において決定する。

― 26 ―

2025年05月23日 11時09分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



4.金銭報酬の額及び非金銭報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対す
る割合の決定に関する方針
金銭報酬の額及び非金銭報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対す

る割合に関しては、株主と経営者の利害を共有し、企業価値の持続的な向
上に寄与するために、適切な支給割合となることを方針とする。
5.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役の個人別の基本報酬については、代表取締役が原案を作成し、社

外取締役を過半数とする社長、社外取締役及び社長が指名した者で構成す
る協議により決定する。
非金銭報酬については、取締役会の決議により取締役個人別の割当株式

数を決定する。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、2016年

10月25日開催の第８回定時株主総会において、年額120,000千円以内（うち
社外取締役20,000千円以内）、報酬額には使用人兼務取締役の使用人分給与
は含まないものとして承認を得ています。また、監査等委員である取締役の
報酬等については、当該定時株主総会において、年額30,000千円以内として
承認を得ています。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の員数は４名（うち社外取締役は１名）、監査等委員である
取締役の員数は３名です。
また、2021年６月29日開催の第13回定時株主総会において、上記報酬枠

とは別枠にて、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に
対する譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬について年額20,000千円
以内、報酬額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものとして承
認を得ています。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役及び監査
等委員である取締役を除く。）の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当事業年度に係る取締役の個人別の基本報酬は、株主総会で決議された範

囲内において、代表取締役社長小田健太郎が基本方針に基づき、役位、職責、
当社への貢献度、当社の業績等を勘案した原案を作成し、社外取締役である
染原友博、有賀貞一及び隈元慶幸との協議によって決定しています。代表取
締役社長にこの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ、各取
締役の評価を行うには、代表取締役社長が最も適していると判断したためで
す。
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等

の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と適合してい
ることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しています。
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④ 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

80,366
（―）

73,515
（―）

―
（―）

6,851
（―）

４名
（―）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

15,000
（15,000)

15,000
（15,000)

―
（―）

―
（―）

４名
（４名)

合 計
（うち社外取締役）

95,366
（15,000)

88,515
（15,000)

―
（―)

6,851
（―)

８名
（４名)

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額は、株主総会で決議された限度額の範囲内にお
いて、取締役会で承認された方法に基づき決定しています。

3. 取締役（監査等委員）の報酬等の額は、株主総会で決議された限度額の範囲内において、
取締役（監査等委員）の協議により決定しています。

4. 当事業年度において、社外取締役が当社の子会社から、役員として受けた報酬等はありま
せん。

5. 非金銭報酬等として取締役（社外取締役及び監査等委員を除く）に対して譲渡制限付株式
を交付しています。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外役員に関する他の法人等の重要な兼職の状況については、「4.会社役員の
状況（1）取締役の状況（2025年３月31日現在）」に記載のとおりです。

・取締役藤原彰二氏
ディップ株式会社と当社は資本業務提携関係にあります。また、当社と同社
とは、アプリ開発及び運用において取引関係があります。

・取締役（監査等委員）染原友博氏
当社と各兼職先との間に特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）有賀貞一氏
当社と各兼職先との間に特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）隈元慶幸氏
当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）田村一幸氏
当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
出席状況、発言状況及び社外取締役に

期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
藤 原 彰 二

2024年６月25日の就任以降、当事業年度に開催された取締役会15回の
全てに出席しています。
主にマーケティング分野、DX分野及びAI分野に関する豊富な経験と幅
広い見識に基づき、実践的な立場から、適宜必要な発言を行っていま
す。

取締役（監査等委員）
染 原 友 博

2025年２月10日の退任までに当事業年度に開催された取締役会17回の
うち17回、監査等委員会12回のうち12回に出席しています。
主に上場会社での経営経験及び管理部門担当役員としての経験、公認会
計士としての知見や経験に基づき、事業計画、業績、財務、会計、
M&Aに関する意見を述べる等、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための発言を適宜行っています。監査等委員会においては、
当社経営の監査・監督に関して、適宜必要な発言を行っています。

取締役（監査等委員）
有 賀 貞 一

当事業年度に開催された取締役会19回、監査等委員会14回の全てに出
席しています。
主に上場会社での会社経営に関する豊富な経験と幅広い見識に基づき、
経営方針や組織運営、事業計画、業績、M&Aに関する意見を述べる等、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行っ
ています。監査等委員会においては、当社経営の監査・監督に関して、
適宜必要な発言を行っています。

取締役（監査等委員）
隈 元 慶 幸

当事業年度に開催された取締役会19回、監査等委員会14回の全てに出
席しています。
主に弁護士としての知見や経験に基づき、企業法務、コンプライアン
ス、ガバナンスに関する意見を述べる等、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を適宜行っています。監査等委員会に
おいては、当社経営の監査・監督に関して、適宜必要な発言を行ってい
ます。

取締役（監査等委員）
田 村 一 幸

2025年３月17日の就任以降、社外取締役就任後に開催された取締役会
１回、監査等委員会１回に出席しています。
主に公認会計士としての知見や経験に基づき、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を適宜行っています。監査等委員会
においては、当社経営の監査・監督に関して、適宜必要な発言を行って
います。
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5. 会計監査人の状況
（1）名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 40,000千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事
業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しています。

2. 監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する
実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容や前事業年度の監査の実績等を確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の決議をいたしました。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いた
します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集さ
れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし
ます。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況等を総合的に勘案し、必

要と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと
おりです。
① 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等（会社法施行規則第110条

の４第２項第５号イに定める「取締役等」をいう。以下同じ）及び使用人の
職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ）コンプライアンス体制の基盤となる「倫理規程」を定め、全ての役職員は
職務の執行にあたって関係法令、社会規範及び社内諸規程等を遵守すること
を徹底する。

ロ）法令違反行為を早期に発見、是正するため、これらの行為を発見した場合
に会社へ情報提供するための内部通報体制を構築する。

ハ）取締役会は、法令、定款及び社内諸規程に基づき、経営に関する重要事項
を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。

ニ）職務執行が法令、定款及び社内諸規程に適合することを確保するため、内
部監査担当が内部監査を実施する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ）当社の取締役会の議事録、稟議書、その他取締役の職務執行に係る重要な
書類については、法令及び文書管理規程の定めに基づき適切に管理する。

ロ）当社の取締役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ）当社及び子会社の損失の危険に対処するため、社内諸規程を整備し、適宜
適切に見直しを行う。

ロ）当社及び子会社の取締役会、経営会議等において、業務執行に関わる重要
な情報の共有を行い、リスクの早期発見と未然防止に努める。

ハ）不測の事態が発生した場合には、当社又は子会社の代表取締役社長を責任
者として、全社的な対策を検討する。

④ 当社の取締役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制

イ）当社の取締役会は原則として毎月１回開催する他、機動的に意思決定を行
うため、臨時取締役会を開催するものとし、適切な職務執行が行える体制を
確保する。
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ロ）当社及び子会社の職務執行に関する権限及び責任は、業務分掌規程、組織
規程、職務権限規程等において明文化し、適宜適切に見直しを行う。

ハ）当社及び子会社の業務管理については、事業計画を定め、会社として達成
するべき目標を明確化し、月次決算において達成状況を確認・検証し、その
対策を立案・実行する。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制
当社は、当社の役職員を子会社の役員とすることで、子会社の重要業務の適

正な運営を図るとともに、内部監査の実施により子会社の内部統制状況を把握
し、必要に応じて改善等の指導を行う。

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当
該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する
事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ）当社の監査等委員会が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、
必要な人員を配置する。

ロ）当該使用人は、監査補助業務については、監査等委員会の指揮命令に従い、
人事考課、異動等については監査等委員会の同意を受けた上で決定すること
とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保する。

⑦ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、会計参与及び使用人、並
びに子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、会
社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び
使用人又はこれらの者から報告を受けた者（以下「役職員等」という）が当
社の監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告
に関する体制、並びに当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

イ）当社の取締役、会計参与及び使用人、並びに子会社の役職員等は、法令に
違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したとき
は、当社の監査等委員会に対して当該事実に関する事項を速やかに報告する。

ロ）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、会計参与及び使用人、
並びに子会社の役職員等は、当社の監査等委員会の要請に応じて、職務執行
の状況等について速やかに報告する。

ハ）報告を行った者が、当社の監査等委員会への報告を行ったことを理由とし
て、不利な取扱いを受けないことを確保するための体制を整備する。
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⑧ 当社の監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という。）の職務の執行
について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項、その他当社の監査等委
員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ）当社の監査等委員がその職務の執行にあたり生じた費用の前払い又は償還
等の請求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認めら
れる場合を除き、当社は速やかに当該費用又は債務を処理する。

ロ）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、当社の監査等委員が
取締役会その他重要な意思決定の過程及び職務執行の状況を把握するため、
重要な会議に出席できる環境を整備する。

ハ）当社の取締役（監査等委員である者を除く。）は、当社の監査等委員が会計
監査人及び内部監査人と面談できる環境、必要に応じて意見交換等を行える
環境を整備する。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、当社及び子会社の財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引

法に基づく内部統制が有効に行われる体制を構築し、内部統制システムの整備
及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、
必要な是正を行う。

⑩ 反社会的勢力を排除するための体制
当社は、当社及び子会社において反社会的勢力対応規程を定め、その基本方

針として、反社会的勢力との一切の関係を遮断する。また、不当な要求等を受
けた場合には、毅然とした姿勢で組織的に対応し、いかなる場合においても、
反社会的勢力との取引を行わず、金銭その他の経済的利益を提供しない。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

① 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合すること並びに効率的に
行われることを確保するための体制
取締役会にて、各議案の審議、職務執行の状況等の監督を行い、経営判断及

び監督の実効性を担保しています。
職務執行に関する権限及び責任は、業務分掌規程、組織規程、職務権限規程、

稟議規程等において、意思決定手順を明確に定めるとともに、稟議決裁制度を
電子化し、迅速・効率的な職務執行体制を構築しています。
また、内部監査において、グループ会社を含む各部門の職務執行の状況等が

確認され、必要に応じて改善を図っています。

② リスク管理体制、コンプライアンス体制
取締役会のほか、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委員、

執行役員で構成する経営会議にて業務執行に関わる重要な情報を共有し、リス
クの早期発見と未然防止に努めています。
また、法令遵守体制の構築を目的として倫理規程を定め、社内研修を実施す

る等により、役職員の関係法令、社会規範及び社内諸規程等の遵守、浸透を図
っています。あわせて内部通報規程を制定し、不正行為等を早期に発見し、コ
ンプライアンス経営の強化を図る体制としています。

③ 監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保
監査等委員会は監査等委員３名（うち社外取締役３名）で構成され、各監査

等委員の監査実施状況の報告や監査等委員間の協議等を行っています。
また、監査等委員は、役職員、内部監査担当者及び会計監査人とそれぞれ定

期的に会合し、コンプライアンスや内部統制の整備状況などについて意見交換
を実施しています。

④ グループ会社の管理体制
グループ会社の管理については、取締役会において、グループ各社の業績及

び営業状況を確認しています。また、グループ会社において重要な決議等を実
施する場合には、事前に報告を受け、必要に応じて意見交換を実施しています。
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⑤ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループでは、事業の成長、企業規模に応じた有効な内部統制を整備・

運用するため、内部統制に関する評価範囲等の見直しを毎年行っています。ま
た、その評価結果については取締役会に報告されています。

⑥ 反社会的勢力を排除するための体制
当社グループは、社内規程に基づき、反社会的勢力とは一切関係を断つとと

もに、特殊暴力防止対策連合会などの外部機関との協力体制を整備しています。
また、契約書等に反社会的勢力排除に関する記載を盛り込むとともに、役職

員に対して研修・教育を行うことで、反社会的勢力排除についての意識徹底に
努めています。

7. 会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

8. 剰余金の配当等の決定に関する方針
株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識していますが、当社は成長過程に

あるため、人材確保・育成、サービス強化のための投資、営業強化のための広告宣
伝や販売促進、その他成長投資に対して迅速に対応することが重要であると考えて
います。
そのため、今後の事業展開及び財務基盤強化のために必要な内部留保の確保を優

先し、当面は無配を予定していますが、今後の経営成績及び財政状態を勘案しなが
ら、利益配当についても検討していきます。なお、配当実施の可能性及びその実施
時期等については、現時点において未定です。
なお、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当に関する事

項は取締役会の決議により定める旨、期末配当は３月31日、中間配当は９月30日を
基準日とし、その他基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款に定
めていますが、当社が剰余金の配当を実施する場合には、期末配当の年１回を基本
的な方針としています。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 4,555,400 流 動 負 債 2,600,608

現 金 及 び 預 金 2,738,928 買 掛 金 537,699

受取手形及び売掛金 1,503,849 短 期 借 入 金 500,000

電 子 記 録 債 権 275 １年内返済予定長期借入金 260,000

契 約 資 産 157,846 未 払 法 人 税 等 84,253

仕 掛 品 17,999 賞 与 引 当 金 272,796

そ の 他 187,501 預 り 金 689,991

貸 倒 引 当 金 △51,000 資 産 除 去 債 務 1,654

固 定 資 産 1,405,489 そ の 他 254,212

有 形 固 定 資 産 35,712 固 定 負 債 787,700

建 物 及 び 構 築 物 23,324 長 期 借 入 金 747,500

そ の 他 12,388 資 産 除 去 債 務 40,200

無 形 固 定 資 産 958,404 負 債 合 計 3,388,308

ソ フ ト ウ エ ア 958,304 （純資産の部）

そ の 他 99 株 主 資 本 2,483,954

投資その他の資産 411,372 資 本 金 1,370,326
投 資 有 価 証 券 97,988 資 本 剰 余 金 1,538,543
繰 延 税 金 資 産 238,975 利 益 剰 余 金 △424,644

そ の 他 74,409 自 己 株 式 △270

新 株 予 約 権 13,565

非 支 配 株 主 持 分 75,061

純 資 産 合 計 2,572,580

資 産 合 計 5,960,889 負 債 純 資 産 合 計 5,960,889

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連 結 損 益 計 算 書

（2024年４月１日から）2025年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 6,708,400
売 上 原 価 4,558,633

売 上 総 利 益 2,149,767
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,930,700

営 業 利 益 219,066
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,221
受 取 配 当 金 200
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,706
受 取 手 数 料 1,986
キ ャ ッ シ ュ バ ッ ク 収 入 1,784
助 成 金 収 入 1,508
そ の 他 432 8,841

営 業 外 費 用
支 払 利 息 10,423
株 式 交 付 費 8,542
為 替 差 損 114
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 11
貸 倒 損 失 334
そ の 他 92 19,517
経 常 利 益 208,390

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 6,907 6,907

特 別 損 失
減 損 損 失 117,079 117,079
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 98,217
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 76,404
法 人 税 等 調 整 額 △551 75,852
当 期 純 利 益 22,364
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,463
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,901

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から）2025年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本
合 計

当 期 首 残 高 1,207,564 1,375,782 △438,545 △270 2,144,530
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 162,761 162,761 325,523

親会社株主に帰属
する当期純利益 13,901 13,901

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 162,761 162,761 13,901 ― 339,424
当 期 末 残 高 1,370,326 1,538,543 △424,644 △270 2,483,954

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 123 123 13,282 66,598 2,224,534
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 325,523

親会社株主に帰属
する当期純利益 13,901

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

△123 △123 282 8,463 8,621

当 期 変 動 額 合 計 △123 △123 282 8,463 348,046
当 期 末 残 高 ― ― 13,565 75,061 2,572,580
（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ３社
② 連結子会社の名称 株式会社Ｑｏｉｌ

株式会社フィノバレー
株式会社プラグイン

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社数 １社

会社等の名称 株式会社ＨＡＫＵＨＯＤＯ ＢＲＩＤＧＥ
なお、株式会社ＨＡＫＵＨＯＤＯ ＢＲＩＤＧＥについては、新たに株式を取得したことか

ら、当連結会計年度より、持分法適用の関連会社に含めています。
（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。
（4）会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ）その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ）棚卸資産

仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ）有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ３年〜15年

ロ）無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
ソフトウエア ３年又は５年（社内における見込利用可能期間）

③ 重要な引当金の計上基準
イ）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

ロ）賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上していま

す。
④ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、定額法により償却していま
す。なお、償却期間は５年又は10年です。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しています。
⑥ 収益及び費用の計上基準

主要な事業であるアプリビジネス事業及びビジネスプロデュース事業における主な履行義務の
内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで
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す。
イ）受託開発
受託開発としてスマートフォンアプリ等のソフトウエアの開発を行っています。受託開発につ

いては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を
認識しています。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価
の割合（インプット法）で算出しています。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務
を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受注制作のソフトウエアについては代替的な
取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を
認識しています。
ロ）企画・制作・運営・管理の受託
マーケティングプロモーションの企画・制作等として、企画立案・制作・運営・管理までの業

務を受託しています。企画・制作等の受託については、顧客と合意した期間にわたり収益を認識
しています。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることが困難であるため、発
生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。
ハ）FANSHIPライセンス料及びAPPBOXライセンス料
当社が提供するソリューションであるFANSHIP及びAPPBOXは、スマートフォンアプリに組

み込み使用するアプリケーション等であり、毎月の利用ユーザー数に応じた従量課金テーブルに
基づいて収入が生じています。そのため、FANSHIPライセンス料及びAPPBOXライセンス料
は、契約期間にわたり履行義務が充足されることから、ライセンスを提供する期間にわたり収益
を認識しています。
ニ）運用保守サービス
運用保守サービスは、主にスマートフォンアプリの運用保守サービスであり、契約期間にわた

りサービスを提供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断してお
り、役務を提供する期間にわたり収益を認識しています。

2. 会計上の見積りに関する注記
(1) 当社の繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当社の繰延税金資産 156,651千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

スマートフォンアプリの企画・開発・運用支援等を主たる事業領域とする当社は、当連結会計
年度において発生した賞与引当金による原価増及び、次期主力プロダクトであるアプリビジネス
プラットフォーム「APPBOX」の提供に伴うサービス維持のための先行投資等の影響により、
当連結会計年度末において繰延税金資産を156,651千円計上しています。
この繰延税金資産については、一時差異の解消見込額及び税務上の繰越欠損金の控除見込額の

スケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を繰延税金資産として計上しています。
ロ）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

当社では、「APPBOX」の提供拡大及びEX-DX事業の取組拡大に伴う利益計上が見込まれる
との仮定をおいて、会計上の見積りを行っています。

ハ）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの見積りにおいて用いた仮定が、新規顧客獲得の遅れ等により、見直しが必要になった

場合、翌連結会計年度において、回収が見込まれない繰延税金資産を取り崩す可能性がありま
す。
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（2）受託開発の履行義務の充足に係る進捗度の見積りによる収益認識
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

売上高 157,846千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

開発業務における収益の認識は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項（４）
会計方針に関する事項⑥ 収益及び費用の計上基準」に記載する方法によっており、見積総原価
を用いたインプット法を適用しています。
開発業務における見積総原価は、契約ごとに個別性が高く、顧客と合意した要求仕様に対応す

る工数・外注費等に基づき算定しているため、顧客要望の追加または変更により当初の見積以上
の費用が発生する場合には、見積総原価と実績が乖離する可能性があります。
仕様変更の追加または変更等により、見積総原価の見直しが必要となった場合には、翌連結会

計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

3. 連結貸借対照表に関する注記
（1）資産から直接控除した減価償却累計額及び減損損失累計額

有形固定資産 103,988千円

（2）減損損失
場所 用途 種類 金額（千円）

北海道札幌市 アプリビジネス事業 のれん 116,424

北海道札幌市 アプリビジネス事業 建物及び構築物 655
当社グループにおいては、当社の北海道札幌市における開発拠点として株式会社プラグインと連携し

て開発体制の強化を行ってきましたが、株式会社プラグインの連結子会社化を行った当初の想定とは異
なった形で収益機会が実現しつつあることから、連結子会社である株式会社プラグインに関連するのれ
んと建物及び構築物について、その帳簿価額全額を減損損失として計上しています。

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,796,454株
（2）当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 170株
（3）剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。
（4）当連結会計年度の末日における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数

該当事項はありません。
（5）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)

の目的となる株式の種類及び数
普通株式 938,300株

5. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用に関しては、短期的な預金に限定し、また、資金調達については主

に銀行借入によっています。また、デリバティブ取引は行っておりません。
② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
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営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されています。
投資有価証券は主に業務上の関係を有する会社の株式であり、発行体の信用リスクに晒されて

います。
営業債務である買掛金、預り金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日であり、未払法人税

等は１年以内の支払期日です。これらの営業債務は流動性リスクに晒されています。借入金のう
ち、短期借入金、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）は、運転資金の調達を目的
としており、変動金利による借入は金利変動のリスクに晒されています。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当該リスクにつきましては、与信管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っています。
・市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握しています。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当該リスクにつきましては、月次単位での支払予定を把握するなどの方法により、管理して

います。
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれています。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りです。
(単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1） 長 期 借 入 金 （※） 1,007,500 1,017,250 9,750

負債計 1,007,500 1,017,250 9,750
（※）1年内返済予定の長期借入金を含めています。
（注）1.「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「買掛金」、「短期借入金」、「預

り金」及び「未払法人税等」については、現金であること、短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。
2．市場価格のない株式等は、上記に含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりです。
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 97,988
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3.長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
(千円）

長期借入金 260,000 410,000 185,000 100,000 52,500 ―

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しています。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類していま
す。

① 時価で連結貸借対照表計上額とする金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時 価 （千 円）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

長 期 借 入 金 ― 1,017,250 ― 1,017,250

負債計 ― 1,017,250 ― 1,017,250
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しているため、レベル２の時価に分類しています。
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6. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループは、スマートフォンアプリの企画・開発・運用支援などを行う「アプリビジネス事業」

と、顧客企業のパートナーとして事業戦略・DX戦略の立案からサービス開発・グロースハックまでを
一気通貫で支援する「ビジネスプロデュース事業」、デジタル地域通貨プラットフォーム
「MoneyEasy」の企画・開発・運用を行う「フィンテック事業」の３事業を報告セグメントとしてい
ます。
当社グループの売上収益は「ストック型契約」及び「フロー型契約」の２つの種類に分解して認識し

ています。
財又はサービスの種類別に分解した収益の内訳は、以下のとおりです。

(単位：千円）
アプリビジネ

ス事業
ビジネスプロ
デュース事業

フィンテック
事業 合計

ストック型契約(注１）
３カ月以上の準委任契約
ＡＳＰライセンス・保守
サービス契約
その他

1,030,026
1,416,796

58,800

178,173
―

―

―
534,456

89,405

1,208,200
1,951,252

148,206
フロー型契約（注２）
請負契約及び３カ月未満

の準委任契約
1,909,720 1,491,022 ― 3,400,742

合 計 4,415,343 1,669,195 623,862 6,708,400

外部顧客への売上高 4,415,343 1,669,195 623,862 6,708,400
(注）1.「ストック型契約」とは、ライセンス契約、保守サービス契約、３カ月以上の継続的な提供が

見込まれる準委任契約などをいいます。
２.「フロー型契約」とは、請負契約及び３カ月未満の準委任契約をいいます。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「1.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項(4)会

計方針に関する事項⑥収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,138,895千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,661,970千円

契約資産（期首残高） 89,003千円

契約資産（期末残高） 157,846千円

契約負債（期首残高） 7,853千円

契約負債（期末残高） 15,140千円
契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、収益を認識したが、

未請求の作業に係る対価に関連するものであり、権利が無条件になった時点で債権に振り替えられてい
ます。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分

した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しています。

7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産 318円61銭
（2）１株当たり当期純利益 １円83銭

8. 重要な後発事象に関する注記
（連結子会社株式の譲渡）
当社は、2025年４月25日付の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社フィノバレー
（以下、「フィノバレー」という。）の全株式を、TIS株式会社（以下、「TIS」という。）に譲渡するこ
とについて、具体的な協議を進める旨の基本合意書をTISとの間で締結することについて決議しまし
た。
(1）株式譲渡の理由

当社は、2018年６月にデジタル地域通貨事業の拡大を図ることを目的とし、新設分割によりフィ
ノバレーを設立しました。フィノバレーは主にデジタル地域通貨プラットフォーム「MoneyEasy」
の企画・開発・運用を行っています。

当社グループでは、2024年５月10日公表した中期経営計画において、2027年３月期までの３か
年を顧客提供価値の向上を通じた事業領域の拡張のための期間と位置づけ、当社グループの強みであ
る開発力とビジネス創出力を活かした顧客企業のTech & Innovation Partnerへの成長を目指して
います。足元の取り組み状況として、当社グループの主要な事業領域であるアプリビジネス事業とビ
ジネスプロデュース事業において経営リソースを集中して投下し、また、顧客企業との戦略的パート
ナーシップの強化を通じて、新たなDXサービスを共同提供するなど、新たな事業領域についても拡
張が進んでいます。そのような中、デジタル地域通貨事業が持つ成長可能性を最大限発揮させること
が困難な状況にあり、フィノバレーの企業価値を最大化することができるベストオーナーへの株式譲
渡を検討してきました。

TISは、解決に貢献すべき社会課題テーマとして「金融包摂」「都市への集中・地方の衰退」「低・
脱炭素化」「健康問題」を掲げ、「会津コイン」の提供を通じてデジタル地域通貨領域におけるプレゼ
ンス獲得や地域活性化、中長期的な行政DXやスマートシティに資する取り組みを進めています。そ
のような観点からフィノバレーのデジタル地域通貨事業と親和性も高く、フィノバレーの更なる成長
が見込める株式譲渡先であると判断し、本株式譲渡について具体的な協議を進める旨の本基本合意書
を締結することの決議にいたりました。

（2）株式譲渡の相手先の名称
TIS株式会社

（3）株式譲渡の日程
① 取締役会決議日 2025年４月25日
② 基本合意書締結日 2025年４月25日
③ 株式譲渡契約締結日 2025年５月（予定）
④ 株式譲渡実行日 2025年６月（予定）

（4）異動する子会社の名称、事業内容等
① 名称 株式会社フィノバレー
② 事業内容 デジタル地域通貨プラットフォーム「MoneyEasy」の企画・開発・運用
③ 当社との取引内容 管理業務等の受託
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（5）譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況
① 異動前の所有株式数 105,000株（議決権所有割合：86.4％）
② 譲渡株式数 105,000株
③ 譲渡価額 現時点で確定していません。
④ 譲渡後の所有株式数 ０株（議決権所有割合０％）
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,732,825 流 動 負 債 1,687,561
現 金 及 び 預 金 1,368,163 買 掛 金 408,622
売 掛 金 1,008,494 短 期 借 入 金 500,000
契 約 資 産 151,653 １年内返済予定長期借入金 260,000
仕 掛 品 12,348 前 受 金 5,446
前 払 費 用 97,332 未 払 金 82,289
関 係 会 社 貸 付 金 70,000 未 払 費 用 53,794
短 期 貸 付 金 51,000 未 払 法 人 税 等 57,695
そ の 他 24,833 未 払 消 費 税 等 46,838
貸 倒 引 当 金 △51,000 預 り 金 13,124

固 定 資 産 1,786,346 賞 与 引 当 金 244,608
有 形 固 定 資 産 32,807 契 約 負 債 15,140
建 物 23,324 固 定 負 債 787,700
工具、器具及び備品 9,483 長 期 借 入 金 747,500

無 形 固 定 資 産 796,926 資 産 除 去 債 務 40,200
ソ フ ト ウ エ ア 796,826 負 債 合 計 2,475,261
商 標 権 99 （純資産の部）

投資その他の資産 956,612 株 主 資 本 2,030,345
関 係 会 社 株 式 742,550 資 本 金 1,370,326
出 資 金 10 資 本 剰 余 金 1,392,297
繰 延 税 金 資 産 156,651 資 本 準 備 金 1,363,326
長 期 前 払 費 用 4,266 その他資本剰余金 28,971
敷 金 及 び 保 証 金 53,133 利 益 剰 余 金 △732,007

その他利益剰余金 △732,007
繰 越 利 益 剰 余 金 △732,007

自 己 株 式 △270
新 株 予 約 権 13,565
純 資 産 合 計 2,043,910

資 産 合 計 4,519,171 負 債 純 資 産 合 計 4,519,171
（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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損 益 計 算 書

（2024年４月１日から）2025年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,708,763

売 上 原 価 3,333,231

売 上 総 利 益 1,375,531

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,320,561

営 業 利 益 54,969

営 業 外 収 益

受 取 利 息 976

業 務 委 託 料 収 入 56,901

受 取 手 数 料 1,986

キ ャ ッ シ ュ バ ッ ク 収 入 1,784

雑 収 入 260 61,910

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,423

株 式 交 付 費 8,542

貸 倒 損 失 334

雑 損 失 2 19,302

経 常 利 益 97,577

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,907 6,907

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 182,520 182,520

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △78,035

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,269

法 人 税 等 調 整 額 △11,175 28,094

当 期 純 損 失 （△） △106,129

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から）2025年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,207,564 1,200,564 28,971 1,229,535 △625,878 △625,878 △270 1,810,951

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 162,761 162,761 162,761 325,523

当期純損失（△） △106,129 △106,129 △106,129

株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 162,761 162,761 ― 162,761 △106,129 △106,129 ― 219,394

当 期 末 残 高 1,370,326 1,363,326 28,971 1,392,297 △732,007 △732,007 △270 2,030,345

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 13,282 1,824,234

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 325,523

当期純損失（△） △106,129

株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

282 282

当 期 変 動 額 合 計 282 219,676

当 期 末 残 高 13,565 2,043,910

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ３年
工具、器具及び備品 ３年

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
商標権 10年
ソフトウエア ３年又は５年（社内における見込利用可能期間）

（3）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、定額法により償却していま
す。なお、償却期間は５年です。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

② 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しています。

（5）収益及び費用の計上基準
主要な事業であるアプリビジネス事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
イ）受託開発
受託開発としてスマートフォンアプリ等のソフトウエアの開発を行っています。受託開発につ

いては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を
認識しています。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価
の割合（インプット法）で算出しています。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務
を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受注制作のソフトウエアについては代替的な
取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を
認識しています。
ロ）FANSHIPライセンス料及びAPPBOXライセンス料
当社が提供するソリューションであるFANSHIP及びAPPBOXは、スマートフォンアプリに組

み込み使用するアプリケーション等であり、毎月の利用ユーザー数に応じた従量課金テーブルに
基づいて収入が生じています。そのため、FANSHIPライセンス料及びAPPBOXライセンス料
は、契約期間にわたり履行義務が充足されることから、ライセンスを提供する期間にわたり収益
を認識しています。
ハ）運用保守サービス
運用保守サービスは、主にスマートフォンアプリの運用保守サービスであり、契約期間にわた
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りサービスを提供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断してお
り、役務を提供する期間にわたり収益を認識しています。

2. 会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 156,651千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ）当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

スマートフォンアプリの企画・開発・運用支援等を主たる事業領域とする当社は、当事業年度
において発生した賞与引当金による原価増及び、次期主力プロダクトであるアプリビジネスプラ
ットフォーム「APPBOX」の提供に伴うサービス維持のための先行投資等の影響により、当事
業年度末において繰延税金資産を156,651千円計上しています。
この繰延税金資産については、一時差異の解消見込額及び税務上の繰越欠損金の控除見込額の

スケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を繰延税金資産として計上しています。
ロ）当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

連結注記表２(1)②ロに記載のとおりです。
ハ）翌事業年度の計算書類に与える影響

連結注記表２(1)②ハに記載のとおり、見積りにおいて用いた仮定の見直しが必要になった場
合、翌事業年度において、繰延税金資産の取り崩しを行う可能性があります。

（2）受託開発の履行義務の充足に係る進捗度の見積りによる収益認識
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

売上高 151,653千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

開発業務における収益の認識は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 （5）収益及
び費用の計上基準」に記載する方法によっており、見積総原価を用いたインプット法を適用して
います。
開発業務における見積総原価は、契約ごとに個別性が高く、顧客と合意した要求仕様に対応す

る工数・外注費等に基づき算定しているため、顧客要望の追加または変更により当初の見積以上
の費用が発生する場合には、見積総原価と実績が乖離する可能性があります。
仕様変更の追加または変更等により、見積総原価の見直しが必要となった場合には、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

3. 収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する

注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

4. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 97,570千円
（2）関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 93,475千円
短期金銭債務 49,370千円
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（3）当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメン
ト契約を締結しています。
当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のと

おりです。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 1,800,000千円
貸出実行残高 500,000千円
差引額 1,300,000千円

5. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引による取引高
売 上 高 4,556千円
仕 入 高 211,266千円
販売費及び一般管理費 4,085千円

営業取引以外の取引高 57,139千円
（2）関係会社株式評価損は、連結子会社である株式会社プラグインの株式に係る評価損です。

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 170株

7. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減価償却超過額 16,157千円
賞与引当金 74,899
株式報酬費用 6,252
一括償却資産 74
繰越欠損金 30,767
投資有価証券評価損 162,065
関係会社株式評価損 289,607
貸倒引当金 16,075
貸倒損失 105
未払事業税 10,286
未払金 9,492
未払費用 11,580
未払事業所税 1,235
資産除去債務 12,671
子会社株式 5,387
繰延税金資産小計 646,659
評価性引当額 △487,020

繰延税金資産合計 159,638
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △2,986

繰延税金負債合計 △2,986
繰延税金資産の純額 156,651

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立し
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たことに伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われるこ
とになりました。
これに伴い、2026年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税

金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算していま
す。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産が431千円増加し、当事業年度に計上された法人税

等調整額は431千円増加しています。

8. 関連当事者との取引に関する注記
（1）法人主要株主

該当事項はありません。

（2）子会社等

種 類 会 社 等
の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合
( ％ )

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取 引
内 容

取引金額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社 株式会社
Qoil

(所有)
直接

100.0％

業務受託
役員の兼任

管理業務
等の受託
(注1)

30,573 未収入金 4,230

子会社
株式会社
フィノバ
レー

(所有)
直接

86.4%

業務受託
役員の兼任

管理業務
等の受託
(注1)

19,210 未収入金 2,748

子会社
株式会社
プラグイ
ン

(所有)
直接

100.0％

業務受託
役員の兼任
資金の貸付

管理業務
等の受託
(注1)

7,117 未収入金 870

資金の貸
付(注2) 70,000 関係会社貸付金 70,000

貸付金利
息(注2) 237 未収入金 109

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．管理業務等の受託については、業務内容を勘案して両者協議により合理的に決定しています。

2．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合意的に決定しています。なお、担保は受
け入れていません。

9. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産 260円42銭
（2）１株当たり当期純損失 13円99銭

10. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してい

ます。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

株式会社アイリッジ
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久世 浩一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石川 喜裕

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アイリッジの2024年４月１日か

ら2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社アイリッジ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計
算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

株式会社アイリッジ
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久世 浩一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石川 喜裕

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アイリッジの2024年４月

１日から2025年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第17期事業年度における取締役
の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議

の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門等と連携の上、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月23日
株 式 会 社 ア イ リ ッ ジ 監 査 等 委 員 会

監 査 等 委 員 田 村 一 幸 ㊞
監 査 等 委 員 有 賀 貞 一 ㊞
監 査 等 委 員 隈 元 慶 幸 ㊞

（注）1.監査等委員田村一幸、有賀貞一及び隈元慶幸は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
規定する社外取締役です。

2.監査等委員田村一幸氏は、2025年2月10日に監査等委員染原友博氏が逝去されたことに伴い、
監査等委員の法定員数を欠くこととなったため、東京地方裁判所に一時取締役（監査等委員）
の職務を行う者の選任の申立てを行い、2025年３月17日に同裁判所より一時取締役（監査等
委員）の職務を行う者として選任され就任しましたので、第17期事業年度の取締役の職務の
執行の監査につきましては、他の監査等委員より説明を受け、重要な書類を閲覧して調査を
行いました。

以 上
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交差点
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銀座線
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みずほ銀行
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A２

A１

A３

B４

B５

ザ ストリングス
表参道

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都港区北青山三丁目６番８号
ザ ストリングス表参道 ３Ｆ パークアヴェニュー

最寄り駅 東京メトロ千代田線「表参道」駅下車Ｂ５番出口直結
東京メトロ銀 座 線「表参道」駅下車Ｂ５番出口直結
東京メトロ半蔵門線「表参道」駅下車Ｂ５番出口直結
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